





































































































































































































































































































































































































































































































































































































































































































































































































































































































































































































































































































































































































































合計 34.6 37.4 20.5 ７．５






































































































































































































































































































































項目 Ａ Ｃ Ｒ 他
賃金・労働時間・休日 74.0 22.7 3.0 0.3
項目 Ａ Ｃ Ｒ 他
労働協約の解釈適用
苦情処理
就業規則改廃
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｢商度経済成長」下の経営参加（鶴田）
ると，経営方針，生産計画，設備計画などはほとんどの労使協議機関で取り
上げられるものの，実態はほとんど「報告説明」に限定される一方で，人事
的事項も，相当数の企業で付議事項として扱われ，とくに｢賃金．労働時間．
休日」といった項目については74％が「協議決定」事項であるとしている(４０)。
すなわち，団体交渉，労使協議のどちらで付議されるにせよ，人事的事項に
ついては労働側が強い関心をもっており，相当の影響力を行使しようとして
いる一方で，相対的に経営事項への労働側の影響力は低いままにとどまって
いる，という事実には変わりがないのである。
この調査から明らかになるのは，この時点では，労使協議制が団体交渉か
ら独立した制度として確立されるには至っておらず，また，そこで行なわれ
る「協議」もきわめて不十分なままに留め置かれていること，換言すれば，
団体交渉が労使関係の主たるフィールドとしての地位を，少なくとも表面上
は失っていないということであろう。
この点について，同調査報告書では，企業単位に労働組合が設置されてい
ることから労使双方に「態度，心構え」の問題があることに加え，技術革新
によって，生産・経営上の諸変化と労働条件の変化の相互影響が大きくなっ
ていることを指摘している。しかし，先述のように，生産性本部自身が，協
議が不調に終わったときには団体交渉の場に解決を委ねる道を認める提言を
行なっていたことも見逃すことはできないであろう。すなわち，苦情処理も
含めて，労使関係に関する３つの制度を機械的機能的に区分することがすぐ
に可能になるとは生産性本部も考えていなかったと類推できるのである。と
もあれ，この時代の労使協議制は，現実には，企業別組合を主たる当事者と
する労使関係を根幹から揺り動かすような存在でなかったようである。
経営側，あるいは生産性向上を「国民的課題」として取り上げようとする
行政の立場からすれば，労働側の既得権である団体交渉権そのものにすぐに
手をつけることは困難であるとしても,労使協議と団体交渉という２つのチャ
ンネルが存在するとき，そして労使協議の主導権を経営側が掌握できること
がほぼ確実であるとき，より統制しやすい労使協議制へのシフトがもっと急
激にすすんだとしても不思議なことではない｡にもかかわらず団体交渉が｢温
存」されたのは何故であろうか。
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端的に結論づけるならば，それは「春闘体制」に組み込まれた多くの労働
組合は，既に実質的に経営に対する真の対抗勢力としての機能をほとんど待
たず，「安定的労使協調体制｣のもとでの条件闘争というきわめて個別企業内
労使関係的な方針をとっていたために，これを「温存」させたとしても，経
済社会体制を根底から覆すような脅威とはなりえないとの判断が働いたため
であろう。労働組合の根本的な権利としての団体交渉権そのものに攻勢をか
けることは，かえって反発が強まることが予想されるため，管理方策として
得策とは言えない。むしろ，組合の労働者統率機能，企業内・職場内秩序安
定機能を最大限利用し，組合，従業員ごと丸抱えするという労務管理方針に
沿った性格のものとして団体交渉制度を一定の枠にはめ込み,,労使協議制に
ついては，労使関係の安定化追及という目的へ向けての補完的な役割をもつ
ものとして徐々に導入，拡大していく。このような側面にこそ，「労使協議会
の日本生産性本部方式」が「日本型経営参加」とよばれる所以がある。その
ために，労使協議制と団体交渉の両者を並立させるという公式的な見解を打
ち出す必要があったのであるし，その一方で，現実には，形式的に団交にウ
エイトが置かれたのである。
では，補完的な存在としての段階にあった「日本型経営参加」には，「協調
的労使関係」構築にあたってどのような機能，役割が期待されていたのであ
ろうか。
ここではペイトマンの指摘するところの経営参加制度のもつ教育的・学習
的効果，すなわち「参加することによって必ずや参加を学ぶことができ，政
治的有効感も参加型の環境において発達する｣(４１)という効果を想起する必要が
ある。彼女は，これに続いて「参加型の権威構造の経験は，個人が非民主主
義的態度を持ちがちな傾向を減ずるうえで効果をあげるかもしれない」と指
摘しているように，経営参加の民主主義的側面の強化という視点からこのこ
とを論じているのであるが，他方で，彼女のいう「疑似的参加」すなわち「従
業員にたいして既に経営側によってすまされている決定を受け入れるように
説得するのに使われる技術をカバーするためのもの｣(42)としての参加制度の利
用が行なわれれば，それは逆機能を果たす。すなわち，経営側にとって都合
のよい情報だけを流し，「共有」させ，結果についての「共同責任」をとらせ
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ることによって，労働側が反発しにくい状況を生み出すとともに，従業員に
対してきわめて企業目的統合的な意思，志向を「自発的に」ないしは「自然
に」持たせるという危険性を孕むのである。したがって，制度導入当初に参
加制度がさほど大きな影響力を持たずとも，時間経過とともに，従業員の意
思を統制する手段としての側面が，あたかもボクシングにおけるボディープ
ローの効果のように，如実なものとなってくるのである。
このことから，以後の日本経済発展，生産性向上に対して労働者，労働組
合をより協力的な存在として確固たるものとするための準備が，この時代に
行われたものと理解することができよう。
以上のように，1950年代から60年代前半にかけて提唱され，各企業で導入
された労使協議制には，経営側による管理方策，とくに労働組合の経営に対
する対抗勢力としての機能を極力奪いさる手段としての参加制度利用の意図
を明確に見ることができるのである。ここで重視しなければならないのは，
この労働組合対策としての参加制度の管理方策的利用が，組合の存在そのも
のを否定するのではなく，前述の「日本的雇用制度・慣行」ならびに「労働
組合の企業主義化」と結びついて，企業別労働組合の発展，個別企業レベル
に力点を置いた「日本的労使関係」確立を補完する方向で進んだという点で
ある。そのような「協調的労働組合の育成」および「組合丸がかえの労務管
理」としての意図をもたされていたが故に，「日本型経営参加」における労働
側の当事者は，ほとんど何の議論もないまま労働組合と規定され，労使協議
の場に実際に出席するのは，組合幹部役員というように収まったのである。
ところで，この時期に，労使協議制と同様に企業レベルの経営参加形態で
ある労働者重役制が，経営側からも労働組合側からもまったくといって良い
ほど議論されなかったことは,経営参加が｢労使関係安定化｣のためのコミュ
ニケーション推進手段として位置付けられていたことを暗示している。
一般に労働者重役制が労働者側に相当の発言権を与えるには，つまり，労
働側が「少数派」としてトップマネジメントの中に埋没，統合されてしまわ
ないように機能するには，旧西ドイツや北欧諸国に見られるように，労働組
合と強く結びついた政治勢力によるバックアップ，立法化努力が不可欠であ
る。そうでなければ，労働側は経営側のイニシアチブによる制度の「形式化」
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を警戒し，逆に経営側は労使関係安定化に必要な以上に労働側に権限を与え
ることに危機感を持つ可能性が大きく，制度の実現，確立は困難となるから
である。
戦後間もなくの日本の状況は，経済民主化や労働運動の高揚などがあった
ものの，これを企業内の民主化へと導くパワーの隆盛には至らなかったこと
は事実であろう(43)。しかし，1950年代以降の「協調的労使関係」確立，労使
協議制の再編以降もこれがほとんど議論にならなかったい4)のには，経営側の
抵抗が大きかったこと，労使間に力の差があったことという以外の大きな理
由が存在するように思われる。雇用・処遇制度が企業内労働市場，内部昇進
を基本としている日本企業の場合，従業員の重役就任は，その目的，背景を
別として，他の従業員からは「昇進」「抜擢」と見られがちである。長期勤続
と企業への多大な貢献，そして激しい労働者間競争の末にようやく手に入れ
る筈の「重役の椅子」に，組合の役員であるという理由ですわることは，一
般の労働者には受容し難いであろう。すると，労働者重役制の展開は，組合
の労働者統制力を弱め，役員と一般組合員の間の意識，行動の上での乖離を
生む可能性が高くなる。そうなると，たとえ役員クラスを「資本の論理」に
適合させ，統合させたとしても，職場ぐるみでの生産性向上には支障をきた
し，あるいは，新たな「自立的な下からの労働運動」を喚起させることさえ
あり得るのである。このような「危険性」を孕んだ労働者重役制に取り組む
ことは,経営側にとっても労組役員にとっても得策とはされなかったのである。
【注】
卿木元進一郎「労働組合の「経営参加」（新訂増補)」森山書店，1986年，271ページ。
剛同声明では，生産管理闘争を「放任しておくと逆に企業経営を破壊し国民経済を混
乱に陥し入れる」ものとしてこれを批判し，「この際，経営者側も労働者側も，国家的
見地に立ち，整然たる秩序の下に生産増強のためなお一層の努力をつくしていただき
たい。そのために，経営者側および労働者側の代表者で構成する経営協議会を各企業
に設け，争議を必要としないような措置を予め整えて騒ぐことが望ましい」と勧告し
ている。（労働省労政局編「経営参加制度」労務行政研究所，1954年，179ページ｡）
㈱労働省労政局編「同上轡」182-187ページ。
㈱労働省労政局編「同上轡」180-182ページ。
(27）木元造一郎「労働組合の「経営参加」（新訂増補)」277-282ページ。
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１２８１木元進一郎「同上書」281ページ。
㈱例えば，1948年労働省綱査によれば，経営協議会を有する単位組合数は全国で合計
15055件にものぼったが,このうち東京都下の50工場の労働組合を対象としたさらに祥
細な調査結果を見ると，その付議事項として｢経営」をあげているのが36件（うち，「経
営全般」１０件，経営方針５件，経理７件，生産計画31件，会社機構２件）である一方
で，「人事」「労働事件」についてもすべての組合が付議事項であるとしている。（労働
省労政局編「前掲書」196-204ページ｡）
00「我が国企業における経営参加の状況と問題点に関する調査研究」産業研究所（委
託先：日本生産性本部)，1980年，２ページおよび10-11ページ。
01）この後，全日本労働組合会議，全国繊維産業労働組合同盟，全国電力労働組合連合
会，日本自動車産業労働組合連合会，全国産業別労働組合連合会，全国自動車産業労
働組合連合会，日本鉄鋼産業労働組合連合会などが相次いで生産性本部理事会に代表
を派遣している。つまり，「労使協調」への労働側からの明確な意思表示が行なわれた
のがこの時期なのである。
⑰産業研究所「前掲書」87-89ページ。
卿「労使間に，対等の原則と，協駿の慣行を助長して，技術革新に即応する近代的労
使関係の確立を促す｡」（創立５周年宣言：1960年３月１日），「労使は，新時代におけ
るパートナーとして,善意と信頼に基づく互助の領域を開拓しなければならない｡｣(生
産性運動10周年宣言：1965年３月１日）など。
(刈りただし，産業別レベルに関しては，生産性本部はその労使協議機関の設圃を一貫し
て主張している。これは，中小企業や新規産業分野など－企業内では問題の解決が困
難と思われる場合を想定しているのと同時に，おそらく，「労使協調」への協力体制を
明砿にした産業別の組合連合会等への配慮であろう。
鯛「生産性に関する労使協議制の方向｣(1957年生産性協議会に関する特別委員会報告)，
産業研究所編「前掲書」16-17ページ。
鯛ここでの労働側からの経営参加提案への批判は，また，1950年代前半に三井炭坑な
ど一部の組合での「経営方針変革闘争」への批判でもあった。この闘争は，争点を個
別企業の枠に限定しているものの，労働側からの積極的な経営参加要求として注目さ
れる。（木元進一郎「労働組合の「経営参加」（新訂増補)」285-287ページ。
(3D木元進一郎「労働組合の「経営参加」（新訂増補)」293-302ページ。
081産業研究所「前掲響」19-21ページ。
倒木元進一郎「労働組合の「経営参加」（新訂増補)」296-297ページ。
㈹産業研究所「前掲書」２４ページ，41-46ページ。
ＵＤＣ・Pateman，ﾙｧﾉjと秒αノヵ〃α"。α"０ｃｍ此ＴＩＩ“mCambridgeUniversity
PIcss,１９７０（邦訳「参加と民主主義理論」（寄木勝美訳）早稲田大学出版部，1977年，
196ページ｡）
Q2I必賦，『前掲訳書」132ページ。
㈹二神恭一「団体交渉と労使協議，経営参加」高橋洸・小松陸二・二神恭一編「前
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掲替」137ページ。
卿大橋昭一・奥田幸肋・奥林康司「経営参加の思想」有斐閣，1979年，138ページ。こ
こで大橋氏は「労使協議制を中心とする経営参加が進展すれば，なんらかの形での労
働者重役制は必ず日程にあがってくる｡」と示唆している。しかし実際には，1970年代
半ばになってわずかにこれを提唱する鍍騰が提示されたり（津田真激「労働者重役制
の発展と日本への提案」日本労働協会縞「経営参加の鵠理と展望一西欧的潮流と日本
敵士壊一」日本労働協会，1976年，120-154ページ。など)，サンケイ新聞などごく一
部の企業で完全に経営側の統制のもとで部分的に導入されたのみである｡(サンケイ新
聞の例については，大橋昭一・奥田幸肋・奥林康司『前掲書」206-207ページ。木元
進一郎「労働組合の「経営参加｣」28-29ページなどを参照のこと｡）
５小括
これまでの分析をまとめるならば，「高度経済成長」下での「日本型経営参
加」は以下のように特徴づけることができる。
第一に，それは「国民的課題」としての生産性向上へ全労働者を駆り立て
るという「資本の論理」からの要請に深く結びついたものであった。だから
こそ，日本生産性本部という「先導役」の存在が重要であった。
第二に，そのような協力体制を期待する立場からは，労使関係の「安定化」
「近代化」そして「正常化」は不可欠である。団体交渉や苦情処理制度も含
め，労使の話し合いの場は，対立，対抗の場ではなく，単なる「意思疎通の
場」でなければならない。「日本型経営参加」はまさにこのような機能をもち，
それを拡大するものとして導入されたのである。
第三に，労使がより密接な「協力関係」を保ち，なおかつ個別企業の生産
性向上をはかるには，労使関係そのものをも企業ごとに分断し，労働者の要
求，目的を企業経営者のそれと「合致」するように仕向けなければならない。
生産性向上や合理化への労働組合の了解をとりつける「日本型経営参加」は，
労働者の企業依存性を高める「日本的雇用慣行・制度」の確立，「春闘体制」
での運動に代表される企業別労働組合の拡充を補完する形で，この企業別労
使関係重視志向の確立に一定の役割を果たしたのである。
第四に，にもかかわらず，この時代においては労使関係の主たるフィール
ドはあくまで団体交渉であり，日本生産性本部による「団体交渉，労使協議，
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苦情処理の形式的三分化｣指針は,現実にはあまりクローズアップされなかっ
た。このことはまた，経営者側が，「生産性向上」への協力を約束した企業別
労働組合を，企業別労使関係の主体として認めていたことをも示している。
しかし，その後の展開を見るならば，このような展開に対しては，さしあ
たって三つの大きな問題がたちあらわれる。それは第一に，この当時の日本
社会が「永遠に続く右肩上がりの成長」を前提として構築されようとしてい
たこと，第二に，経営側が労働組合の労働者統治能力を最大限に利用しよう
とするのに対して，本来の組合としての機能を喪失した企業別労働組合は，
次第にその求心力を失い，組織率を低下させるという途をたどったこと，第
三に，これに関連して，「上からの労使協調体制構築」の流れのなかで，職場
レベルの個々の労働者は自らの意思をもって主体として活動する機会すら与
えられず，カユといって不満や苦情を「下からの労働運動」へと結びつける道
をも閉ざされており，次第に，職場のなかで孤立化するようになる，つまり
深刻な労働における疎外が表面化しはじめる。
これらの問題が表面化するのが1960年代後半である。そして，1966年には
「労使関係白書」第１巻がサブタイトルとして「転換期にたつ労使関係」を
掲げて発刊され，経済的社会的環境の激変に対応した「安定的労使関係」構
築が新たに模索されるようになる。
そこでの「日本型経営参加」はどのように変質し，いかなる役割をもたさ
れることになったのかを検討するのが次の課題となるのである。
－８９－
